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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあり、持ち直しの動きに足踏

みがみられる。生産活動は持ち直しに一服がみられる。需要面をみると、個人消費は、持ち

直しの動きに弱さがみられる。住宅投資は、持ち直している。設備投資は、下げ止まってい

る。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いている。観光は、

厳しい状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数、

負債総額ともに前年を下回った。消費者物価は、３か月連続で前年を上回った。
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１０月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１４．６ポイ

ント上回る５６．０と２か月連続で上昇した。横

ばいを示す５０を７か月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．９ポイント下回る５８．９となった。

９月の鉱工業生産指数は８７．９（季節調整済

指数、前月比▲３．１％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では＋１０．５％と７か

月連続で上昇した。

業種別では、食料品工業など７業種が前月

比上昇となった。一般機械工業など８業種が

前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号
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３．百貨店等販売額～２か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～３か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

９月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１．３％）は、２か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲９．１％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋０．１％）

は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．１％）

は、２か月連続で前年を下回った。

９月の乗用車新車登録台数は、１０，２０５台

（前年比▲３３．９％）と３か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２０．９％）、

小型車（同▲４２．４％）、軽乗用車（同▲３９．３％）

となった。

４～９月累計では、７１，９６４台（前年比

▲２．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同＋１３．３％）、小型車（同▲１７．３％）、

軽乗用車（同▲１．６％）となった。

９月の札幌ドームへの来場者数は、６０千人

（前年比▲３４．１％）と３か月連続で前年を下

回った。来場者内訳は、プロ野球５４千人（同

▲２５．６％）、サッカー５千人（同▲３２．９％）、

その他が１千人（同▲９１．９％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

９月の住宅着工戸数は３，２８５戸（前年比

＋１９．３％）と２か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋１７．０％）、貸家

（同＋８．３％）、給与（同＋１６．７％）、分譲（同

＋７０．３％）となった。

４～９月累計では１９，０４８戸（前年比

＋４．２％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋１５．２％）、貸家（同▲２．８％）、

給与（同＋８４．３％）、分譲（同＋▲３．９％）と

なった。

９月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１１７，８００㎡（前年比＋８．８％）と２か月連続で

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲２３．６％）、非製造業（同＋１２．０％）であっ

た。

４～９月累計では、１，０４２，８５１㎡（前年比

▲１７．３％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲３２．０％）、非製造業（同

▲１５．９％）となった。

１０月の公共工事請負金額は３６９億円（前年

比▲１４．８％）と４か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋２１０．７％）、地方公社（同全増）、その他

（同＋１６．９％）が前年を上回った。国（同

▲４９．６％）、道（同▲５．７％）、市町村（同

▲７．７％）が前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％

987654322021/11211102020/9

1,400

1,000

400

800

600

200

0 -100

50

0

-50

150

100

250

1,200 200

９．来道者数～７か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が７か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

９月の国内輸送機関利用による来道者数

は、４５０千人（前年比▲２１．１％）と７か月ぶ

りに前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲１８．９％）、JR（同▲５３．４％）、フェ

リー（同▲１４．７％）となった。

４～９月累計では、２，６７０千人（同

＋３３．７％）と前年を上回っている。

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、３人（前年比▲２５．０％）と底ばいが続い

ている。

９月の貿易額は、輸出が前年比＋８９．８％の

３０６億円、輸入が同＋９０．９％の１，０７１億円だっ

た。

輸出は、再輸出品、魚介類・同調製品、鉄

鋼などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石炭、魚介類・同調

製品などが増加した。

輸出は、４～９月累計では１，６４１億円（前

年比＋６９．２％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

ｏ．３０４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2021.11.16 18.17.52  Page 4 



有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は４か月ぶりに前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９８倍（前年比＋０．０３ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋７．４％と７か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１３．７％）、サービス業（同＋１８．３％）

などが前年を上回った。宿泊業・飲食サービ

ス業（同▲１．１％）、運輸業・郵便業（同

▲０．９％）が前年を下回った。

１０月の企業倒産は、件数が１２件（前年比

▲７．７％）、負債総額が１４億円（同▲５５．４％）

だった。負債総額は４か月ぶりに前年を下

回った。

業種別ではサービス・他が７件、建設業、

卸売業が各２件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は６件

であった。

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．２（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は＋０．７％と、３か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の９月の動向をみる

と、食料品・日用雑貨等の価格は、おおむね

安定している。石油製品の価格は調査基準日

（９月１０日）時点で、灯油価格は前月比±

０．０％、前年同月比＋２３．７％となり、ガソリ

ン価格は前月比▲０．６％、前年同月比

＋１６．７％となった。

道内経済の動き
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１．雇用の現状〈図１〉

雇用人員判断DI（△５１、「過剰企業の

割合」－「不足企業の割合」）は前年同

期比１２ポイント低下した。建設業、運輸

業、鉄鋼・金属製品・機械製造業の人手

不足感が特に強く、前年比で人手不足感

が強まった。

２．今後の雇用方針と来春（２０２２
年４月）の新卒採用見通し

（１）今後の雇用方針〈図２〉〈表４〉

雇用方針DI（＋４６、「増員する企業の

割合」－「減員する企業の割合」）は前

年同期比７ポイント上昇した。製造業

（＋４４）は前年比１４ポイント上昇。非製

造業（＋４７）は前年比５ポイント上昇と

なった。

（２）来春（２０２２年４月）の新卒採用見

通し〈図３〉〈表７〉

「採用する」（４１％）が前年同期比＋１ポ

イントの微増となった。

特別調査

幅広い業種で強まる人手不足感
２０２１年 道内企業の雇用の現状と今後の雇用方針等について

＜要約＞

〈図１〉従業員の過不足感（雇用人員判断DI）

７～９月特別調査
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〈図２〉今後の雇用方針（雇用方針DI）

７～９月特別調査

〈図３〉来春の新卒採用見通しのある企業の割合

７～９月特別調査（来年４月見通し）
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感〈表１〉 建設業（△７９）では引き続き人手不足感が強い。食料品製造業、木材・木製品製造業、
運輸業、ホテル・旅館業が前年からマイナス幅が大きく拡大、人手不足感が強まった。

�職種別の過不足感〈表２〉 全職種で前年からマイナス幅が拡大した。特に技能職（△５７）は引き続
き人手不足感が強い。

�地域別の過不足感〈表３〉 全地域で前年からマイナス幅が拡大した。道北（△６５）、道東（△６３）
の人手不足感が強い。

（n＝４００） （単位：％）

札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

１３ １２ １１ ５ ４

（－） （１） （－） （２） （－）

（１３） （１１） （１１） （３） （４）

３０ ３０ ３７ ２５ ２８

５８ ５７ ５３ ７０ ６８

（４９） （５３） （４７） （６０） （６０）

（９） （４） （５） （１０） （７）

△４５ △４５ △４２ △６５ △６３

△３１ △４２ △３７ △４３ △５５

（n＝３８０） （単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技能職 その他

� 過 剰 ７ ７ ６ ５

（かなり過剰） （０） （０） （－） （１）

（やや過剰） （７） （６） （６） （４）

� 適正である ７６ ５０ ３０ ６８

� 不 足 １７ ４３ ６４ ２７

（やや不足） （１６） （３９） （４８） （２２）

（かなり不足） （１） （４） （１６） （５）

雇用人員判断DI�－� △１０ △３６ △５７ △２１

前年同時期 雇用人員判断DI ０ △２７ △５０ △９

１．雇用の現状

〈表３〉地域別の過不足感
（雇用人員判断DI）〈表２〉職種別の過不足感（雇用人員判断DI）

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

（n＝４００） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 １０ １０ ８ ５ ７ ２５ ９ １ １１ １４ ４ ３３ ９

（か な り 過 剰） （１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（２）（－）（５）（－）

（や や 過 剰） （９）（１０）（８）（５）（７）（２５）（９）（１）（１１）（１２）（４）（２９）（９）

� 適 正 で あ る ３０ ３５ ４７ ３３ ２６ ３３ ２７ １８ ４５ ３１ １６ １９ ２６

� 不 足 ６１ ５５ ４５ ６２ ６７ ４２ ６４ ８１ ４５ ５５ ８０ ４８ ６５

（や や 不 足） （５３）（４９）（３４）（５２）（６７）（３８）（５５）（６２）（４３）（５３）（６４）（４８）（５９）

（か な り 不 足） （８）（６）（１１）（１０）（－）（４）（８）（１８）（２）（２）（１６）（－）（７）

雇用人員判断DI�－� △５１ △４４ △３７ △５７ △６０ △１７ △５４ △７９ △３４ △４１ △７６ △１４ △５７

前年同時期 雇用人員判断DI △３９ △２５ △６ △９ △６２ △１１ △４５ △７９ △３４ △３５ △４６ １９ △４０

〈表１〉業種別の過不足感（雇用人員判断DI）
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（項 目） 要 点

�今後の雇用方針〈表４〉 全産業（＋４６）で前年同期比７ポイント上昇した。小売業（＋２２）が前
年を下回ったが、その他７業種は前年を上回った。

�増員分の雇用形態と理由
〈表５〉〈表６〉

雇用形態は、「正社員」が９７％であった。「パート・アルバイト」は２９％と前年同期に比べ
１１ポイント上昇した。増員理由は、「将来の人手不足への備え」が８１％と高水準であった。

�来春の新卒採用見通し
〈図３〉〈表７〉

「採用する」（４１％）が前年同期比１ポイント上昇した。ホテル・旅館業（４５％）で
１６ポイントの上昇、鉄鋼・金属製品・機械製造業で１８ポイントの低下となった。

２．今後の雇用方針と来春（２０２２年４月）の新卒採用見通し

（n＝４００） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ５１ ４７ ４５ ４３ ６５ ２１ ５２ ７５ ４５ ３３ ５２ ３０ ５３
（４６）（３６）（２５）（２７）（５９）（２６）（４９）（７１）（３７）（４３）（３８）（１９）（５７）

�現状維持とする ４５ ５０ ５０ ５７ ３５ ７１ ４３ ２３ ５２ ５７ ４０ ６０ ４３
（４７）（５７）（６３）（７３）（３８）（６３）（４４）（２８）（５７）（４６）（６２）（４８）（３７）

�人員を削減する ５ ３ ５ － － ８ ５ １ ４ １０ ８ １０ ４
（７）（７）（１３）（－）（３）（１１）（７）（１）（６）（１１）（－）（３３）（７）

雇用方針DI�－� ４６ ４４ ３９ ４３ ６５ １３ ４７ ７４ ４１ ２２ ４４ ２０ ４９

前年同時期 雇用方針DI ３９ ３０ １３ ２７ ５６ １６ ４２ ７０ ３１ ３３ ３８ △１４ ５０
※（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表４〉今後の雇用方針

（n＝１９８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ９７ ９５ ８２ １００ １００ １００ ９８ １００ １００ ８７ １００ ８３ １００
（９７）（９７）（１００）（１００）（１００）（８０）（９７）（１００）（９６）（９５）（７８）（１００）（１００）

�パート・アルバイト ２９ ３９ ７６ ２２ ２５ ２０ ２５ １２ ２１ ４０ ４２ ６７ ３２
（１８）（２２）（４３）（－）（１１）（６０）（１７）（９）（１７）（３５）（２２）（３３）（１５）

�派遣社員 ３ ３ ６ － － ２０ ３ ４ － － － － ８
（６）（１４）（１４）（－）（５）（６０）（４）（６）（４）（５）（１１）（－）（－）

※（ ）内は前年実績。

〈表５〉増員分の雇用形態（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：雇用の現状と今後の雇用方針等について
回答期間：２０２１年８月下旬～９月上旬
本文中の略称
（Ａ）雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
（Ｂ）雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割合」
（Ｃ）ｎ（number)
有効回答数

（n＝２０２） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足への
備え

８１ ８３ ７６ ６７ ９３ ８０ ８０ ８１ ６８ ８１ ６２ ８３ ９６
（８２）（８１）（８３）（８３）（８５）（６０）（８２）（７７）（８８）（９０）（７０）（１００）（８５）

�既存事業の拡大・強化 ４７ ４４ ３５ ３３ ５４ ４０ ４８ ５５ ４８ ３１ ３８ １７ ５６
（４７）（５１）（５０）（５０）（５５）（４０）（４６）（５５）（４４）（４５）（３０）（－）（４２）

�売上増加傾向 ２１ ２４ ２４ ３３ ２５ － ２０ ２２ １２ １９ １５ １７ ２８
（１６）（１６）（１７）（－）（２０）（２０）（１６）（２０）（１２）（１０）（１０）（－）（２３）

�新規事業参入 ６ ８ ６ １１ １１ － ５ ２ １６ － － １７ ４
（６）（３）（－）（－）（－）（２０）（６）（２）（４）（３０）（－）（－）（４）

�その他 ３ ５ － ２２ － ２０ ２ － ８ － － １７ －
（５）（１１）（－）（１７）（１０）（２０）（４）（５）（－）（５）（１０）（－）（－）

※（ ）内は前年実績。

〈表６〉増員の理由（複数回答）

調 査 要 項

（n＝３８８） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 採 用 す る ４１ ３８ ３９ ３３ ４０ ３８ ４２ ５６ ２６ ３４ ３３ ４５ ４９

（前年より多く採用）（１７）（１４）（１８）（１０）（１６）（８）（１８）（２５）（１５）（１６）（１３）（２５）（１５）

（前年とほぼ同数）（１９）（１９）（２１）（１４）（１６）（２５）（１９）（２６）（９）（１６）（２１）（１０）（２８）

（前年より少なく採用）（４）（５）（－）（１０）（７）（４）（４）（５）（２）（２）（－）（１０）（６）

� 採 用 し な い ３１ ３４ ２４ ４８ ２８ ５０ ３０ １４ ５０ ３４ ５０ ２５ ２１

� 未 定 ２８ ２８ ３７ １９ ３３ １３ ２８ ３０ ２４ ３２ １７ ３０ ３０

前年同時期「採用する」 ４０ ３８ ２５ ２７ ５８ ３７ ４１ ５４ ２７ ４２ ３０ ２９ ４８

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

〈表７〉来春（２０２２年４月）の新卒採用見通し

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０４ １００．０％
札幌市 １４３ ３５．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ ２２．３
道 南 ３８ ９．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １６．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６８ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ４０４ ５７．８％
製 造 業 １９８ １２６ ６３．６
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２１ ６３．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２４ ６４．９
非 製 造 業 ５０１ ２７８ ５５．５
建 設 業 １３９ ７８ ５６．１
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ５０ ５１．５
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２１ ６１．８
その他の非製造業 ８１ ４７ ５８．０

業種別回答状況

特別調査
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今回の調査では、昨年、コロナ禍の影響により急速に和らいだ人手不足感が幅広い業種で

強まり、全ての業種で人手不足の回答が過剰の回答を上回りました。

従業員の高齢化や技術承継といった問題があるなかで、新卒や若年層だけに限らず、中堅

層での人手不足もみられており、各企業では人手確保に苦戦しているとの声が多く聞かれま

した。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 主力製品の自動化を予定

しており、過剰人員が発生する見込みのた

め、短期的に就業日数や時間数で調整し、中

期的には人員を減らす方針。長期的には商品

の見直しや新分野商品開発により、売上を伸

長させたい。（道央）

＜食料品製造業＞ 採用を一時休止していた

時期があり、中堅層、次期管理職候補が不足

している。中途採用を目指しているが、見合

う人材が見つからずに苦慮している状況にあ

る。（道南）

＜食料品製造業＞ 正規雇用の従業員の応募

が少なく、派遣の割合が高くなっている。ま

た、最低賃金の上昇に伴い、既存従業員の

ベースアップも必要不可欠となってきてお

り、経費の増加が見込まれる。（札幌）

＜製材業＞ 地方都市の生産工場は慢性的な

人手不足となっている。（道東［建築用製材］）

＜家具製造業＞ コロナの影響により、７～

８月は一時帰休とし、雇用調整助成金の申請

を行う。（道北）

＜機械器具製造業＞ 熟練技術者の高齢化か

ら技能の伝承が急務であるが、その体制作り

が遅れている。特に、目先の納期に追われ技

能を伝承する時間を確保出来ていない。（札

幌）

＜金属製品製造業＞ 若年労働者を希望して

いるが、ハローワーク等の募集では応募者が

ほとんどいない。技能者を育てたいが、人材

不足でできない。給料を増やして、人員の確

保をしていきたい。（道央）

＜金属製品製造業＞ 社内の部門組織変更と

若年層の採用を計画していたが、コロナ禍で

１年半ほど停滞中。コロナ禍の収束を待って

いては手遅れになるため、見切り発車は必要

と思いつつも目先の事業持続を優先してい

る。（札幌［スチール製品］）

＜印刷業＞ 我々の業界は残業有りきで、基

本給が少なめの企業が多い。会社、社員の努

力で残業時間は減少傾向にあるが、その分給

与が少なくなるのが事実。基本給を上げてい

くには年月が掛かり、一方で新卒の基本給を

上げていくと若手社員とのバランスを取るの

が難しく、現状の課題となっている。（札幌）

経営のポイント

将来に向けた人手確保の動きがみられるなか、若年層のほか中堅層の確保が課題に
〈 企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜コンクリート製品製造業＞ 製造工員の高

齢化に対して、若い人の採用が出来ない。（札

幌）

＜建設業＞ 雇用は継続して充実させたい

が、工事発注の長期見通しが立たず、若干不

安がある。（道南［土木］）

＜建設業＞ 技術者の増員を図り、世代交代

をしたいと考えているが、若者が建設業から

離れる傾向にあり、新卒が入ってこない。（札

幌）

＜建設業＞ 今年度外国人雇用を行った。就

労ビザでなく、在留ビザ資格を持てる外国人

２名を雇用したが、２名とも意欲があり仕事

を覚えるスキルも高く、日本語の読解力も問

題ないため、同年代の日本人の雇用よりも外

国人の雇用のメリットを実感している。（道央

［電気通信工事］）

＜土木工事業＞ 事務職および技術職につい

ては地元の高校から一定数の応募があり、採

用は計画通りに行われている。営業職につい

ては、現状人員が充足しており当面採用予定

はない。収益性の改善のため、関連会社への

出向を含めた人員の再配置を行っているが、

既に効果が出ている。今後、高齢者の退職が

進むが、当面は採用を抑制し、既存人員の再

配置により対応の計画にある。（道央［土木工

事］）

＜電気工事業＞ 技術職について、高齢者層

のリタイア時期と重なり、中堅層の不足感、

新卒・若年層の戦力不足などが慢性的に続い

ている。働く環境・賃金体制など改善点を模

索しながら、若手の育成を行うことが急務と

なっている。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 売上減少に伴い、従業員

を一時帰休させ、雇用調整助成金を利用して

いる。この制度を継続してほしい。（道南［菓

子製造・販売］）

＜食料品卸売業＞ 求職者の企業を選ぶ条件

にも変化がある。賃金ややりがいよりも、働

き方に目が向けられ、よりよい職場環境が求

められる。企業体質の見える化が必要であ

る。（札幌［茶卸売］）

＜建材卸売業＞ 技術職や配送職の人手不足

が深刻化している。採用しても長続きしな

い。自分に合わない仕事だと思うとすぐ辞め

てしまう。（道央）

＜電気製品卸売業＞ 会社方針として業績拡

大を目指すところであるが、採用が決まらな

いためブレーキがかかってしまう。最近は事

業継承を通じての営業力強化も検討してい

る。（札幌）

＜事務用品小売業＞ 人手不足分をアウト

ソーシングにより対応。経費増加はある程度

仕方がないと思うが、業務に専念できる分良

いと思う。（札幌）

経営のポイント
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８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他の非製造業

＜食品小売業＞ 新型コロナウイルスの影響

もあり、近年にない売上減少が続くなか、社

員の福利厚生などに資金を投入できない状況

である。（道東）

＜運輸業＞ 新卒者採用をしたいが、エント

リーの申し込みが少ない。（道東）

＜観光ホテル＞ 雇用調整助成金受給により

なんとか雇用を維持している。売上が回復し

ない場合は、人員削減せざるを得ない。（道

東）

＜観光ホテル＞ 現状は一時帰休しながら、

雇用調整助成金を受給し、雇用維持を図って

いる。コロナ禍前と比べ人員は４割削減して

きたが、旅行需要の回復を見据えて、中途・

新卒問わず人員を増やしていく。最低賃金が

大幅に引き上げられることが決定されたこと

から、今後対応を検討していく。ただし、コ

ロナの影響で売上高が減少しているなか、人

件費増はかなりの負担である。（道北）

＜都市ホテル＞ 高齢化が進んでおり、新陳

代謝を図っていきたいが、人員を増加できる

経営環境にない。（札幌）

＜建設コンサルタント＞ 新卒社員は継続し

て採用することができている。新卒社員に教

える中堅社員の確保が近々の課題となってい

る。実務をこなせる人材は求人市場から少な

くなってきている状況が続いていることか

ら、早めに確保に動きたい。（札幌）

＜クリーニング業＞ 季節で人員過不足に違

いがある業態であり、過不足感を一言で言え

ない。ただし、構造改革として人員削減を進

めなければならず、合理化・効率化が大きな

課題である。

＜廃棄物処理業＞ 働き方改革と高年齢化に

伴い、若い世代の大型車両のドライバーの中

途採用を継続しているが、なかなか適正人員

の採用ができていない。流通業や建設業関係

のドライバーに比べて、勤務時間の安定と休

日が取りやすい環境を前面に出し、求人活動

を継続する。（道央）

＜歯科技工業＞ 歯科技工の仕事は原則、自

宅でのテレワークが出来ないため、もしもコ

ロナ感染者が社内で出るとクラスター化する

恐れがある。そのため、歯科技工の生産拠点

の複層化を図る方向で検討中。また、歯科技

工の仕事は国家資格が必要で、有資格者の人

数が少ないことが社会問題となってきてい

る。（札幌）

経営のポイント
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法改正があったことを知っているが、内容は詳しく知らない 法改正があったことを知っており、内容もおおよそ知っている
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１．高年齢者雇用安定法の改正の
認知度〈図１〉

法改正について知っている企業は、全
産業で８９％となった。内訳は、「内容も
おおよそ知っている」（５３％）、「内容は詳
しく知らない」（３６％）となった。

２．法改正に伴う社内規定や人事
制度の変更などの対応有無〈図２〉

法改正について知っている企業の対応
有無について、「対応している、または
対応を予定していることがある」
（５５％）、「対応していることはない」

（４５％）との結果となった。

３．実際に対応している、または
対応を予定していること〈表１〉

「７０歳までの継続雇用制度（再雇用制
度・勤務延長制度）の導入」（７７％）が１
位となった。

４．対応していない理由〈表２〉

「従業員の世代交代を図りたいため」
（３３％）、「既存の社内規定で、すでに法
改正に対応できているため」（３０％）が上
位となった。

臨時調査

回答企業の約９割が法改正について認知も、考え方は多様
改正高年齢者雇用安定法への道内企業の対応状況等について

＜要約＞

＜改正の概要（厚生労働省ホームページより）＞

６５歳までの雇用確保（義務）に加え、６５歳から７０歳までの就業機会を確保するため、高年齢者就業確保措
置として、以下のいずれかの措置を講ずる努力義務を新設。（令和３年４月１日施行）
① ７０歳までの定年引き上げ
② 定年制の廃止
③ ７０歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入

（特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む）
④ ７０歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入
⑤ ７０歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入

a．事業主が自ら実施する社会貢献事業
b．事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業

〈図１〉高年齢者雇用安定法の改正の認知度
（n＝３９３）
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対応している、または対応を予定していることがある 対応していることはない
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�
７０歳までの継続雇用制
度（再雇用制度・勤務
延長制度）の導入

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
７７ ８０ ８４ ８３ ７７ ７９ ７５ ８８ ７１ ７０ ７５ ６７ ６３

�
７０歳まで継続的に業務
委託契約を締結する制
度の導入

② ② ③ ② ② ② ③ ② ② ③ ②
１３ １８ ５ ３３ ２３ ２１ １１ ９ １３ １３ ８ ０ １６

�７０歳までの定年引き上
げ

③ ③ ② ③ ③ ② ③ ③ ③ ② ②
１２ １１ １１ ０ １８ ７ １２ ５ ８ １７ ８ ４４ １６

�定年制の廃止
③ ② ② ③

７ ２ ５ ０ ０ ０ １０ ９ ４ ２６ ０ １１ ５

�
７０歳まで継続的に２つ
の事業に従事できる制
度の導入（注１）

③
２ ２ ０ １７ ０ ０ ２ ２ ０ ４ ０ ０ ０

�その他
③ ③ ②

４ ２ ５ ０ ０ ０ ５ ０ ８ ０ １７ ０ １１

〈図２〉法改正に伴う社内規定や人事制度の変更などの対応有無（法改正について知っている企
業が回答）

（n＝３４７）

〈表１〉実際に対応している、または対応を予定していること（法改正について知っている企業が回
答。複数回答）

（n＝１９１） （単位：％）

（注１）２つの事業とは、①事業主が自ら実施する社会貢献事業、②事業主が委託、出費（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業
※○内数字は業種内の順位。

臨時調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：雇用の現状と今後の雇用方針等について
回答期間：２０２１年８月下旬～９月上旬
本文中の略称
（Ａ）雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
（Ｂ）雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割合」
（Ｃ）ｎ（number)
有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�従業員の世代交代を図
りたいため

① ① ① ① ① ② ② ① ② ② ① ①
３３ ３８ ４０ １３ ３８ ５６ ３０ ２５ ３２ ３５ ３０ ３０ ３２

�
既存の社内規定で、す
でに法改正に対応でき
ているため

② ③ ② ① ③ ② ① ① ③ ① ① ③
３０ ２７ ２０ ３８ ２５ ３３ ３１ ３３ ２７ ４７ ４０ ２０ ２１

�
高年齢者は能力などに個人差
が大きく、労働条件や処遇な
どの個別対応が難しいため

③ ② ① ③ ② ② ① ①
２３ １７ ２０ ３８ ６ １１ ２６ １７ ２３ ３５ ３０ ３０ ３２

�
高年齢者は、健康面や
体力面でのリスクが高
いため

② ② ③ ① ② ③ ②
２２ ２９ ２０ ２５ ３８ ３３ １９ ２１ ９ ２４ ３０ ２０ １６

�社内に高年齢者がいな
いため

② ③ ① ③
１７ １７ ２０ １３ ２５ ０ １８ １３ ３２ １８ ０ １０ ２１

�
高年齢者は、新しい技
術や知識への対応に懸
念があるため ６ ８ ０ １３ １９ ０ ５ ０ ５ ６ ０ ０ １６

�その他
③ ① ③

１３ ８ ７ ０ ６ ２２ １６ ２１ ９ ０ ２０ ３０ ２１

〈表２〉対応していない理由（法改正について知っている企業が回答。複数回答）
（n＝１５０） （単位：％）

※○内数字は業種内の順位。

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０４ １００．０％
札幌市 １４３ ３５．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ ２２．３
道 南 ３８ ９．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １６．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６８ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ４０４ ５７．８％
製 造 業 １９８ １２６ ６３．６
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２１ ６３．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２４ ６４．９
非 製 造 業 ５０１ ２７８ ５５．５
建 設 業 １３９ ７８ ５６．１
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ５０ ５１．５
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２１ ６１．８
その他の非製造業 ８１ ４７ ５８．０

業種別回答状況

臨時調査
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今回の調査では、高年齢者の雇用に関して、「今までの知識や人間関係を活かせる」と

いったメリット面の声が聞かれた一方で、健康面や体力面におけるリスク、能力や意欲の個

人差が大きくなる点を問題点とする声が多く聞かれました。また、高年齢者の雇用継続が若

年層の採用に影響するといった声も聞かれており、高年齢者の雇用に関しては各企業で多様

な考え方がみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

＜食料品製造業＞ 継続雇用している従業員

の年齢も上がってきており、少しでも補助を

頂けるようになれば、企業として高齢者とと

もに若年者の雇用安定にも繋がると思う。（道

南）

＜食料品製造業＞ 高齢者を継続的に雇用す

る必要性は感じるが、その年齢に合った仕

事、業務内容がはたしてあるか。むしろ気

力・体力・スピード面がどうしても劣ってし

まう。生産性を考えると、難しい部分も生じ

る。（札幌）

＜家具製造業＞ 高年齢者を継続雇用すると、

新卒や若い人の雇用に影響し、中小企業で

は、慎重に進める必要があると考える。（道北）

＜製材業＞ 若年層が圧倒的に少ない当地で

は、高齢労働者に頼るしかない。高齢者に重

機など技術免許取得や講習（労働安全など）

のサポートをお願いしたい。（道南）

＜金属製品製造業＞ ７０歳までの雇用を行う

事により、新卒者（若い人材）の採用に影響

が出ると思われる。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 当社のように、体力と

ある程度の機敏性が必要とされる業界では、

一律に定年延長とはいかない。また、一般の

体力をあまり必要としない業界では即戦力の

高年齢者に軸足が向いてしまい、若年層の非

正規労働者増大の一因となっている。もっと

非正規若年層に照準を合わせるべき。（札幌）

＜コンクリート製品製造業＞ 生産現場や営

業、総務、経理各部署での高年齢者用の仕事

確保が難しい。能力、体力の問題があり、ど

のように改善していいかわからない。（道央）

＜コンクリート製品製造業＞ 業種によって

は、高齢者の体力面にリスクが高い場合があ

るので、考慮してほしい。（札幌）

＜建設業＞ ６５歳になると年金受給のために

退職する方が多い。年金受給額に変更がなけ

れば継続して働く人材が多いものと思われ、

時限的な対応でも構わないため、７０歳まで働

きやすい税法上の環境を作っていただきた

い。（道北）

経営のポイント

高年齢者の雇用については、多様な考えが混在
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．宿泊業

９．その他の非製造業

＜建設業＞ 高年齢者は、技能・意欲の個人

差が大きくなる。一律の処遇は難しいと考え

ているため、企業の裁量にあまり規制がかか

らないように考えてほしい。（道南）

＜建設業＞ 高齢者の雇用は何より本人の健

康状態、意欲の有無が重要であるため、企業

として雇用継続したくてもできない場合があ

ることを考慮した法制度にしてほしい。（道北

［土木、建築、産業廃棄物処理］）

＜建設業＞ 高年齢者でも労働意欲があり、

会社側も必要とするなら良い改正だと思う。

（道央［電気通信工事］）

＜建材卸売業＞ 当社は希望があれば高齢者

の継続雇用を行っている。今までの知識や人

間関係を活用できるため、会社にとってのメ

リットが大きい。（道央）

＜機械器具卸売業＞ 現場での作業が多いた

め、高齢者雇用にはケガなど安全面での心配

が多い。任意保険等にも加入するためコスト

アップが見込まれる。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 高齢者雇用の一般化にむ

けては従来の福利厚生、労働安全施策の範囲

のままで良いのか、高齢者であることを前提

とした不測の事象に備える施設整備、休業の

あり方等、検討すべき事項が多々存在してい

ると考えるが、雇用継続のメリットのみに議

論が進んでいると感じる。（道北）

＜リサイクルショップ＞ 今のところ該当す

る者はいないが、業務に支障がなければ法令

に従う。（道北）

＜事務用品小売業＞ 定年制度の廃止が望ま

しい。企業と就業者の同意があれば雇用方法

は柔軟な物が良いと思う。（札幌）

＜観光ホテル＞ 促進のための助成金の仕組

みを作ってほしい。（道東）

＜物品賃貸業＞ 高年齢者雇用安定法は、健

康面、体力面で問題のない方々には非常に良

い制度だと思うが、反面、健康面や体力面に

問題を抱える方をどう雇用するかが企業の課

題だと思う。（道央［建設機械リース・レンタ

ル］）

＜廃棄物処理業＞ 年金支給年齢が７０歳にな

れば必然的に７０歳までの雇用が必要となる

が、現行制度では働く体力があっても、働け

ば働くほど年金が減額されるため勤労意欲が

減退する。（道央）

経営のポイント
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

１．はじめに

「事業承継」という言葉は随分一般的になりました。

�東京商工リサーチの調査から抜粋しますと「社長の平均年齢は６２歳」、「７０代以上の社長は約
３割で年代別で最多」、「約６割の企業で後継者が不在」という結果が出ています。

こうした状況を背景に事業承継に関する提案を受けたことがある経営者も多いのではないで

しょうか。そして色々な専門家から提案を受けたものの、最終的に何もしない（決めきれない）

という選択をして、今でもどうしようかと悩んでいる経営者もいると思います。

「事業承継対策」といわれる手法にはメリットもありますが、デメリットや留意事項もありま

す。人は損失回避的な思考を持っているといわれており、メリットが不確実でデメリットに確実

性があるとすれば、実行を回避する傾向はより強くなります。

実行の意思決定をする経営者の中には、「以前にも検討したことがあり、もういい加減に行わ

ないといけない」という状況になって決断をするケースも多いです。結果論ではありますが、

もっと早い段階に行っておいた方が良かったというケースや、十分な検討時間がないケース、残

念なことに、前向きに検討している中で体調を崩され状況が一変してしまうこともあります。

本稿が、事業承継対策の必要性は理解しているけれど、決め手に欠けるという経営者の参考に

なれば幸いです。

２．事業承継と相続税

相続税の課税対象となる人の割合は全国平均で約８％（札幌国税局では約４％。国税庁報道資

料より令和元年分）で一般的にはあまり関わることがない税金ですが、相続税に関し、今まで必

死に業績拡大をしてきた経営者の頭を悩ませるのが「自社株」です。

業績が良い会社や内部留保が大きい会社ほど、自社株の評価額は高くなる傾向にあります。自

分が保有している金融資産や自宅不動産の評価は数千万円でも、自社株は数億円になるという

ケースは珍しくありません。

そのような自社株を保有する経営者にはどのような選択肢が考えられるのか、ここでは「後継

者に子供を予定している場合」と「後継者がいない場合」について記載します。

※イメージを掴んでいただくことを目的としていますので、網羅的に記載していないこと、表

現が正確でない部分があること、現行法を基にしていることをお含み置きください。

事業承継は思い切りが必要
～期限が近づく事業承継税制とM&Aという選択肢～

経営のアドバイス

株式会社むらずみ経営
税理士法人むらずみ総合事務所
代表取締役・代表社員税理士

石塚久亮
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経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

分類 手 法 主な内容

贈与
相続

暦年贈与 基礎控除や相続税との税率差を活用した生前贈与

相続時精算課税 贈与時の税金負担を軽減
株式評価額を固定（将来の株価上昇対策）

事業承継税制 贈与時・相続時の税金負担を軽減
遺言・遺贈 相続時に株式を移転

売買

個人間売買
後継者との売買による移転
少数株主からの買取り（将来の株式分散対策）

役員・従業員売買 会社関係者が一定数を保有
株式保有割合の減少による相続対策（副次的効果）

自社株買い 少数株主からの買取り（将来の株式分散対策）

持株会社 合理的理由による持株会社化
株価上昇抑制による二次承継対策（副次的効果）

持株会 従業員等の財産形成
株式保有割合の減少による相続対策（副次的効果）

安定株主活用 投資育成会社等の活用（新株発行）
株式保有割合の減少による相続対策（副次的効果）

その他
種類株式 議決権・配当の優劣、一定の決議制限等の活用
組織再編 合併・分割等による事業効率化・収益力向上
株価対策 退職金、節税商品、株式評価上の会社区分変更、組織再編等

一般措置
（議決権の２／３に達するまで）

特例措置
（全株式が対象）

贈与 ６６．７％ １００％

相続
５３．３％

※猶予割合８０％
１００％

３．後継者が子供の場合

後継者が子供の場合、自社株対策として一般的に検討する主な手法を次表にまとめました。

オーナー経営者や後継者の意向だけでなく、現在の株主の状況や対策後に想定する株主構成に

よっても取り得る選択肢は異なります。事業承継対策はメリットを優先に考えていきますが、必

ずといってよいほどデメリットも存在しますので、決断はなかなか難しいものです。

様々な選択肢の中から、特に難しい法律が関係する「事業承継税制」についてお伝えします。

�事業承継税制の概略と特例措置の期限
事業承継税制は「後継者に株式を贈与又は相続により移転した時の税金を優遇１する措置」

で、親から子へ、子から孫へと代々継承していく場合に最も効果を発揮する制度です。

どのくらい優遇されるかのイメージは次表の通りです。

平成３０年に創設された「特例措置」であれば１００％優遇対象ですので、自社株を子供に贈与し

１税金の納付を待ってもらうことで、一定事由が生じた時に免除されます（詳述省略）。

ｏ．３０４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２４　経営のアドバイス  2021.11.08 14.53.37  Page 20 



経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

た時や、贈与前に亡くなってしまい子供が相続した時でも、要件を満たせば税金を納付すること

なく自社株を引き継ぐことができます。

一方、平成２１年から続いている「一般措置」は、優遇される割合が小さくなっています。これ

は会社経営に必要な議決権の３分の２（６６．７％）を確保することを目的として規定されているた

めです（相続時には優遇措置の割合がさらに小さくなっています）。

多くの関係者から事業承継税制適用の提案を受けたり、話題に上がるのは「特例措置」です

が、これは圧倒的に「特例措置」の方が優遇されていることと、「特例措置」が期間限定だとい

うことによります。

特例措置は、令和９年１２月３１日までの贈与又は相続が対象です（令和５年３月３１日までに計画

書の提出が必要）。現状、この特例措置は延長しない方針のようですので、利用を検討している

オーナー経営者はこの期間中に株式を移転する必要があります。

�適用を悩むオーナー経営者へ
期間限定の優遇措置であっても適用を悩む理由は大きく２つあると思います。

１つは、将来に亘って一定の制約があること（制度が複雑で理解が難しいこと）。もう１つ

は、基本的に２回目（後継者の後継者）以降は一般措置であることです。

① 一定の制約があること

優遇措置といっても、あくまでも「納税が猶予されている（納税を待ってもらっている）」

だけですので、後継者の精神的な負担感もありますし、会社の株式を譲渡したり、会社を解散

した場合などの一定事由が生じた場合には猶予された税金を納める必要があります。

将来の経営状況が分からない中で、事業上の制約は負いたくないものです。特に業績が悪化

してしまった時、昨年からは新型コロナウイルスの感染拡大によって業況が不安定な会社も多

くありますので、猶予されている税金を納付する必要が生じた時の負担感が重くのしかかって

きます。

もっとも、特例措置には、これらの不安を軽減するための措置があります。例えば赤字が２

期以上継続した場合など一定事由に該当した場合、業績悪化による廃業では猶予税額が全額免

除されるケースもありますし、やむなく株式の譲渡をした場合でも、譲渡金額を基に納税額を

再計算する措置により、株式を譲渡して得た金銭で納税することが可能となります。この取扱

いは特例措置のみで、株式を移転してから５年経過していなければいけない等、適用には留意

事項がありますが、後継者にとって負担が大きく軽減される措置です。
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

＜特例措置における不安軽減措置のイメージ＞

それ以外にも制約はありますが、事業を永続させていくことを前提とすれば、実質的に障害

となることは多くないと個人的には考えています。

② ２回目（後継者の後継者）以降は一般措置であること

後継者がさらに次の世代に株式を引き継ぐときは、通常一般措置になります。

一般措置が特例措置に比してメリットが小さい措置であることを理由に、適用を悩む経営者

もいます。一般措置であっても適用のメリットはありますし、後継者のさらに次の世代に引き

継ぐ時に税金の問題が起こるということは、順調に発展させている証です。そこまで社業を発

展させたのであれば、後継者とその次の世代が解決すべき問題として割り切ることも、事業承

継対策の意思決定には必要ではないでしょうか。

（参考）事業承継税制の近年の改正概要

事業承継税制は平成３０年に創設された後も、平成３１年には後継者である受贈者の年齢要件が

２０歳から１８歳に引き下げられる（令和４年４月１日以降の贈与が対象）等の改正、令和３年に

は、後継者が役員になる前に相続が発生した場合であっても、経営者が７０歳未満であった場合

や特例承継計画に後継者として記載されていれば、適用可能とする改正など、より使いやすく

規定の改正が進められています。

４．後継者がいない場合（M&Aという選択肢）

近年は子供がいても後継者としないケースも増えてきています。業界が斜陽産業であったり、

子供が興味を示さなかったり、子供が経営者向きではないという場合もあります。

子供を後継者にしないと決めた時の承継方法は次の３つです。

① 他の親族

② 役員・従業員

③ 第三者（M&A）

他の親族や役員・従業員の中に後継者候補がいるケースは多くありませんので、ここでは第三
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者へ譲るM&Aについて記載します。

※中小企業白書２０２１及び㈱東京商工リサーチが公表している情報（以下「調査結果」としま

す。）を参考に私見を混ぜながら記載します。

�中小企業M&Aの動向
経営者の高齢化に伴い、後継者問題を解決する手段として活用していることを背景に、中小企

業のM&Aの件数は年々増加傾向にあります。

調査結果によると、企業が売り手としてM&Aを検討するきっかけは、「後継者不在」「雇用維

持」「事業の成長発展」がいずれも約５０％程です（複数回答）。このうち買い手が興味を示す可能

性がある企業（M&Aの支援機関が対応する案件）では、「後継者不在」が８０％～９８％と突出して

います（複数回答）。

また、休廃業をした企業と解散企業の損益状況の調査結果では、利益率（当期純利益÷売上

高）が５％以上の企業が４分の１程あり、黒字企業の割合も約６０％を超えています。

これらの調査結果から、高収益企業でありながら後継者が不在で、M&Aという選択肢を知ら

ずに廃業を選択する企業も一定数あることが推測できます。

�M&Aの取引規模
中小企業庁の資料では、中小M&Aの成約案件における譲渡価格は、約８０％が１億円以下で

す。譲渡価格１，０００万円以下のM&Aも約４０％あり、小規模事業であっても条件次第ではM&Aの

対象になっています（中小企業の経営資源集約化等に関する検討会取りまとめ概要より）。

成立には取引金額だけではない要因はありますが、意外と身近に感じられる情報だと思いま

す。

�中小企業のM&Aで重視すること
売り手企業の経営者が最も重視していることは、「従業員の雇用維持」です（調査結果では５０

代以上の経営者の８０％以上が重視）。

中小企業のM&Aでは、従業員の雇用が維持されることがほとんどです（調査結果では成立し

たM&Aの８０％以上で全ての従業員の雇用が維持）。取引先や従業員の維持のために現経営者が一

定期間関わることを希望する買い手企業もいるので、取引価格だけではなく、その他の条件面で

も、オーナー経営者の意向を基に交渉によって決めることができます。

もっとも、取引先や知り合いの経営者が買い手となる場合には、それまでの関係性から条件交

渉が難しくなりがちであることや、不成立となった場合にその後の取引に影響が出てしまうこと

もありますので注意が必要です。
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�成立しやすいM&A
「業績が良い会社」、「借入金が少なく財務内容が良い会社」、「オーナー経営者からの権限委譲

が進んでいる会社」、「組織的に特別な強みを持っている会社」などは、M&Aが成立しやすい傾

向にあります。

一方で、オーナー経営者の会社への思い入れが強いほど、成立に時間が掛かる傾向にありま

す。

M&Aの後に会社がどうなっていくのか、取引先や従業員のことを考えれば、より良い相手と

M&Aを行いたいと思うことは当然ですが、交渉が長引けば買い手の熱が冷めてしまうこともあ

りますし、その間に業績が悪くなってしまう可能性もあります。M&Aは意思決定のタイミング

が重要です。

５．意思決定のタイミング

経営者には定年がありません。業績好調ならまだやれる、業績不振なら業績を良くしてから、

後継者に譲るのは不安、引退してもやることがない・・・など、辞めない理由はいくらでも作れ

ます。

厚生労働省の資料では７０歳の平均余命は約１６年です。まだ先は長いと思いつつも、いつまで健

康でいられるか、経営環境の変化が激しい中で今まで通り適切に経営判断を行っていけるか、不

安に感じる経営者は多いと思います。

いざその時が来てから慌てても間に合わないこともあります。

事業承継を決断するには思い切りも必要です。以前と比べて「経営意欲が弱くなってきたと感

じた時」や「健康不安が強くなってきた時」が決断の時ではないでしょうか。

以上
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年７～９月 ７９．８ △２．３ ８８．８ ９．０ ８０．１ △０．９ ８７．８ ９．２ １０３．０ △８．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３
４～６月 ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９
７～９月 ９０．８ ０．８ ９４．１ △３．７ ９１．９ △１．０ ９１．７ △４．１ ８９．５ ３．２ ９８．１ ２．５

２０２０年 ９月 ７９．６ ０．５ ９１．６ ３．７ ８０．０ ０．０ ９０．７ ３．８ １０３．０ △３．６ ９７．６ △１．０
１０月 ８３．８ ５．３ ９３．５ ２．１ ８４．４ ５．５ ９２．７ ２．２ ９８．２ △４．７ ９６．６ △１．０
１１月 ８４．４ ０．７ ９４．２ ０．７ ８４．１ △０．４ ９３．５ ０．９ ９３．９ △４．４ ９５．４ △１．２
１２月 ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △１．５ ９４．９ １．５ ９６．４ △０．３ ８７．５ ０．９ ９５．０ △０．７
８月 r ９０．７ △３．４ ９４．６ △３．６ r ９１．８ △３．３ ９２．２ △４．４ r ８７．３ △０．２ ９４．９ △０．１
９月 p８７．９ △３．１ ８９．５ △５．４ p８９．１ △２．９ ８６．６ △６．１ p８９．５ ２．５ ９８．１ ３．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３５ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４

２０２０年 ９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２０△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７９△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７７ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６３△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

ｏ．３０４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2021.11.16 18.18.00  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１２６△４．１ ７０，５２４ △０．８ １８，３６７ △０．１ ４０，４１１ △１．３ ９，０９３ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８１４ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６６ △６．８

２０２０年 ９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４６ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７８６△１９．９ ２４，４２３ △１．４ ６，１７５ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３１ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３９ ２．２ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４４２ ０．５ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３３ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０

２０２０年 ９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５７０ △５７．６ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ p ０ △２５．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

ｏ．３０４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2021.11.16 18.18.00  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３

２０２０年 ９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４

２０２０年 ９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号

ｏ．３０４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２８　主要経済指標  2021.11.18 15.57.36  Page 27 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ － ２．８

２０２０年 ９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ２．７ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ － ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ － ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年７～９月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．３ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３

２０２０年 ９月 ９９．６ △０．８ ９９．７ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 ９９．５ △１．１ ９９．７ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 ９９．５ △１．４ ９９．６ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 ９９．８ △１．２ ９９．６ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１２月号
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●道内経済の動き

●道内企業の雇用の現状と今後の雇用方針等について

●改正高年齢者雇用安定法への道内企業の対応状況等
について

●経営のアドバイス
事業承継は思い切りが必要
～期限が近づく事業承継税制とM&Aという選択肢～
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企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部
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＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞
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